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西 暦 年 号 種 別 記 事

2015 平成27年 火 災 １月13日17時30分覚知、秋田市向浜二丁目秋田船川港秋田区向

浜岸壁に停泊していた、カンボジア王国船籍貨物船（総重量

4,999ｔ)船そう内の積荷2,800梱包のうち、過半を超える単板

が焼損した火災が発生した。

１月22日17時00分鎮火被害総額104,297千円

2015 平成27年 火 災 ５月23日19時07分覚知、秋田市外旭川字中谷地32番地1

ＭＱリゾート外旭川店で火災が発生した。同日22時30分鎮火

被害総額253,525千円

2016 平成28年 火 災 ４月６日18時33分覚知、秋田市向浜一丁目の秋田プライウッド

株式会社から出火、建物等を焼損した。

４月８日７時40分鎮火被害総額1,328,799千円

2016 平成28年 竜 巻 10月31日午後０時30分頃、八橋、泉中央地区および向浜地区に

おいて竜巻による被害が発生した。車両破損７台、建物被害は

11棟、秋田市は災害警戒対策室を設置した。

2016 平成28年 竜 巻 11月８日13時30分頃、金足地区において竜巻による被害が発生

した。建物被害は10棟、秋田市は災害警戒対策室を設置した。

2017 平成29年 大 雨 7月22日から23日にかけて降り続いた記録的な大雨を受け、22

日15時25分に秋田市災害警戒対策部が設置された。

秋田市には土砂災害警戒情報が発表され、床上浸水154棟、床

下浸水357棟、道路冠水128箇所、土砂崩れ213箇所の被害が発

生し、農林関係の被害は20億円以上となった。

市長は下浜、浜田地区全域、豊岩地区の一部、雄和地区全域、

河辺地区の一部、下新城地区の一部、大住、仁井田、牛島地区

の一部、太平地区の一部、柳田地区全域、広面、楢山地区の一

部合計17,412世帯39,304人に対して、避難勧告を発令した。

2018 平成30年 大 雨 ５月18日の大雨を受け、18日16時30分に秋田市災害警戒対策部

が設置された。秋田市には土砂災害警戒情報が発表され、床上

浸水146棟、床下浸水232棟、道路冠水81箇所、土砂崩れ50箇所

の被害が発生し、農林関係の被害は９億円以上となった。

市長は河辺地区および雄和地区の6,372世帯(14,883人)に避難

準備・高齢者等避難開始を発令するとともに、下新城地区の一

部、太平地区の一部、広面地区の一部、柳田地区、金足地区の

一部、仁井田地区の一部、御野場地区の一部、大住地区の一部、

牛島地区の一部、楢山地区の一部、横森地区の一部合計13,082

世帯(28,941人)に対して、避難勧告を発令した。
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第４ 自主防災組織等の育成計画に関する資料

資料４－１ 自主防災組織結成届出書

書式例１（記入例）

自主防災組織結成届出書

○○年○○月○○日

（宛先）秋田市長

町内会名 ○○町内会

住 所 秋田市山王一丁目１－１
代表者

氏 名 秋 田 太 郎 ㊞

電話番号 ８８８－５４３４

下記のとおり、自主防災組織を結成したので届け出ます。

記

１ 自主防災組織の概要

自主防災組織名 ○○自主防災会

組織結成世帯数 ○○世帯

結 成 年 月 日 ○○年○○月○○日

学 区 ○○小学校区

備 考

２ 添付資料

・組織規約（町内会会則）

・年間活動計画（総会資料等）

・組織図（総会資料等）
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自主防災組織規約

（名称）

第１条 この会は、○○自主防災会（以下「本組織」という。）と称する。

（活動の拠点）

第２条 本組織の活動拠点は、次のとおりとする。

(1) 平常時は 町内会長宅 とする。

(2) 災害時は ○○町内会館 とする。

（目的）

第３条 本組織は、住民の隣保共同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことに

より、地震その他の災害（以下「地震等」という。）による被害の防止および軽

減を図ることを目的とする。

（事業）

第４条 本組織は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

(1) 防災に関する知識の普及・啓発に関すること。

(2) 地震等に対する災害予防に資するため、地域の災害危険の把握に関すること。

(3) 防災訓練の実施に関すること。

(4) 地震等の発生時における情報の収集・伝達および出火防止・初期消火、避難、

救出・救護、給食・給水等応急対策に関すること。

(5) 防災資機材の整備等に関すること。

(6) 他組織との連携に関すること。

(7) その他本組織の目的を達成するために必要な事項。

（会員）

第５条 本組織は、○○町内会にある世帯をもって構成する。

（役員）

第６条 本組織に次の役員を置く。

(1) 会長 １名

(2) 副会長 若干名

(3) 防災委員 若干名

(4) 班長 若干名

(5) 監査役 若干名

２ 役員は、会員の互選による。ただし、防災委員は、消防職員・団員ＯＢなどを
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自主防災組織規約
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もってその職にあてるものとし、会長が指名した者とする。

３ 役員の任期は、防災委員は５年、その他の者は１年とする。ただし、再任する

ことができる。

（役員の責務）

第７条 会長は、本組織を代表し、会務を統括し、地震等の発生時における応急活

動の指揮を行う。

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を行う。また、各班

活動の指揮監督を行う。

３ 防災委員は、住民に対する啓発活動や防災活動に専門的に携わる。

４ 班長は幹事会の構成員となり、会務の運営にあたるほか、班活動の指揮を行う。

５ 監査役は、会の会計を監査する。

（会議）

第８条 本組織に、総会および幹事会を置く。

（総会）

第９条 総会は、全会員をもって構成する。

２ 総会は、毎年１回開催する。ただし、特に必要がある場合は臨時に開催するこ

とができる。

３ 総会は、会長が招集する。

４ 総会は、次の事項を審議する。

(1) 規約改正に関すること。

(2) 防災計画の作成および改正に関すること。

(3) 事業計画に関すること。

(4) 予算および決算に関すること。

(5) その他、総会が特に必要と認めたこと。

５ 総会は、その付議事項の一部を幹事会に委任することができる。

（幹事会）

第10条 幹事会は、会長、副会長、防災委員および班長によって構成する。

２ 幹事会は、次の事項を審議し、実施する。

(1) 総会に提出すべきこと。

(2) 総会により委任されたこと。

(3) その他幹事会が特に必要と認めたこと。

（防災計画）
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第11条 本組織は、地震等による被害の防止および軽減を図るため、防災計画を作

成する。

２ 防災計画は、次の事項について定める。

(1) 地震等の発生時における防災組織の編成および任務分担に関すること。

(2) 防災知識の普及に関すること。

(3) 災害危険の把握に関すること。

(4) 防災訓練の実施に関すること。

(5) 地震等の発生時における情報の収集・伝達および出火防止・初期消火、救出

・救護、避難、給食・給水、災害時要援護者対策、避難所の管理・運営および

他組織との連携に関すること。

(6) その他必要な事項

（会費）

第12条 本組織の会費は、総会の議決を経て別に定める。

（経費）

第13条 本組織の運営に要する経費は、会費その他の収入をもってこれに充てる。

（会計年度）

第14条 会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

（会計監査）

第15条 会計監査は、毎年１回監査役が行う。ただし、必要がある場合は、臨時に

これを行うことができる。

２ 監査役は、会計監査の結果を総会に報告しなければならない。

附 則

この規約は、 年 月 日から実施する。
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○○年度活動計画書

（自主防災組織の名称）○○自主防災隊

（代表者氏名）町内会長 ○○ ○○

月 別 事 業 内 容

４ 町内総会

５

６ 防災学習会（防災安全対策課職員に派遣依頼）

７

８

９

10 防災訓練（消防本部職員に派遣依頼）

11

12

１

２

３

資 − 42 − 資 − 43 −



資 - 44 -

自主防災組織図

会 長 
（     ） 

物資班 
（     ） 

避難誘導班 
（     ） 

救出・救護班 
（     ） 

消火班 
（     ） 

情報班 
（     ） 

副会長 
（     ） 

防災委員 
１      
２      
３      
４      
５      
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